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国土審議会第１３回水資源開発分科会 
 

平成２６年１２月２６日 
 
 
【寺田水資源政策課長】 それでは、定刻になりましたので、会議を開会させていただき

たいと存じます。会議は１０時から１２時までの２時間を予定しています。 
 開会の前に、配付資料の確認をさせていただきます。資料リストと併せてご覧ください。

「資料１ 委員名簿」、「資料２ これまでの検討内容と今後のスケジュール」、「資料３ 答申

（案）」、「資料４ 答申（案）の概要」、「資料５ 諮問書」でございます。それから、資料リ

ストにはございませんが、補足資料として「我が国の水利用の変遷」をお配りしておりま

す。以上、配布しております資料に乱丁や配布漏れ等ございませんでしょうか。よろしゅ

うございますか。 
 本日は、小浦久子委員、清水義彦委員は所用のためご欠席との連絡を受けております。 
 では、早速ですが本日の水資源開発分科会を開会させていただきます。 
 議事に入ります前に、幾つかご報告を申し上げます。 
 まず、本日は定足数の半数以上のご出席をいただいておりますので、国土審議会令第５

条第１項及び第３項の規定に基づき、会議は有効に成立しております。 
 本日の会議は公開で行っており、一般の方にも傍聴いただいておりますこと、議事録に

ついても、各委員に内容をご確認いただいた上で発言者名も含めて公表することとしてお

りますことをご報告申し上げます。 
 また、一般からの傍聴者の皆様におかれましては、会議中のご発言は認められていませ

んのでよろしくお願いいたします。会議の進行の妨げになる行為がある場合には、退室し

ていただきます。 
 会場内の撮影はここまでとさせていただきます。報道のカメラの方はご退出願います。 
 それでは、これからの進行につきましては沖分科会長にお願いいたします。 
【沖分科会長】 それでは、本日の審議に入りたいと思います。今回は今後の水資源政策

のあり方についてを審議することとしております。本件につきましては、国土交通大臣か

ら国土審議会に意見が求められ、本分科会に検討が付託されております。これを受けまし

て、調査企画部会への調査審議を付託し、調査審議が行われました。お手元の資料３が調

査企画部会での議論を踏まえました、今後の水資源政策のあり方についての答申（案）と

なっております。本日は答申（案）につきまして議論をいたしましてとりまとめを行いた

いと考えております。 
 審議の進め方ですが、まず、調査企画部会でとりまとめられました答申（案）につきま

して、事務局の方から説明していただきます。その後に、調査企画部会長も務めさせてい

ただきました私の方から部会におきます調査審議の概要を報告させていただき、その後に
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委員の皆様によるご議論をいただきましてとりまとめを行いたいと考えております。よろ

しくお願いいたします。 
 では、早速ですが本日の審議に入りたいと思います。議事の１、答申（案）についてと

いうことで、事務局より資料の説明をお願いいたします。質疑応答、意見交換に関しまし

ては、全ての資料説明が終わりました後に実施したいと思っております。限られた時間で

はありますけれども、効率的な進行に努めていきたいと思っておりますので、ご協力をよ

ろしくお願いいたします。 
 それでは、事務局、どうぞよろしくお願いします。 
【芳賀企画専門官】 それでは、事務局の方から説明させていただきます。 
 まず、お手元に配りました資料２をご覧ください。資料２につきましては、「これまでの

検討内容と今後のスケジュール」ということで、これまでの調査審議の経過を整理したも

のです。 
 平成２５年１０月２２日に国土交通大臣から国土審議会に今後の水資源政策のあり方と

いうことで諮問が行われました。本諮問を受けまして、国土審議会は国土審議会水資源開

発分科会にこれを付託しまして、さらに、同諮問について調査審議するために、国土審議

会水資源分科会調査企画部会におきまして、同年１０月２８日に第１回を開催して調査審

議を開始しました。これまで１１回にわたりまして調査審議を進めてきたところです。 
 平成２６年４月１１日におきましては、取り組むべき事項をとりまとめた「中間とりま

とめ」を公表しました。お手元に配っておりますが、中間とりまとめにおきましては、水

資源政策全般について幅広に調査審議して、取り組むべき事項を広範にとりまとめました。 
 なお、当部会では、調査内容に関連するテーマで各委員から専門のプレゼンテーション

を行いまして一層の理解を深め、さらに、関係各省の水資源に係る取組の現状把握の観点

から、厚生労働省、農林水産省、環境省、経済産業省がプレゼンテーションを行いました。 
 当部会では、従来の施策の継続・強化に加えまして、新規施策を重層的に展開し、幅を

持たせることによって安全・安心を与えて全体システムを機能させる「幅を持った社会シ

ステム」が提案されました。 
 中間とりまとめ以降に出されました水資源に関する政策との整合性を図りつつ、部会で

議論を重ねまして、今回、水資源開発分科会に答申（案）を報告するものでございます。

なお、諮問文の本文につきましては、お手元に参考としまして資料５に付けておりますの

で、説明を省略させていただきます。 
 それでは、次にお手元の資料３の答申（案）につきましてご議論いただければと思いま

す。この答申（案）でございますけれども、調査企画部会でこれまで調査審議しまして、

それぞれの委員のご意見を踏まえまして、調査企画部会の答申（案）としてとりまとめさ

せていただきました。 
 まず、表題でございますが、特に副題については、答申内容を総括する意味でもありま

すので、これから答申の内容を説明する前に、なぜこうだということを説明するのもご理
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解難しいかもしれませんが、この副題につきましては、調査企画部会におきましても各委

員から様々な意見をいただいたところでございます。園結果、水の恵みを享受できる「幅

を持った社会システム」への転換ということで表記しております。 
 それでは、表紙を開いていただきたいと思います。目次となってございます。「はじめに」

に続きましてⅠの水資源政策の改革の必要性、Ⅱの今後の水資源政策のあり方、Ⅲ、今後

の水資源政策の課題への具体的な取組の構成になっております。つまり、Ⅰで現状を説明

し、同じく課題ついても説明しまして、Ⅱで基本的な方針又はあり方、そして最後のⅢに

おきまして今後の取組というような構成順に整理しております。 
 それでは、次に内容の説明をさせていただきます。まず、１ページ、冒頭のはじめにで

すが、ここはまさに答申の趣旨が詰まっているところです。ここはポイントとなるところ

を読み上げさせていただきます。 
 １ページ目につきましては、前般部分については、現状とこれまでの調査審議の経過を

記載しておりますので説明は省略させていただきます。 
 特に、この中で、ポイント的には１ページの下の方です。最後のパラグラフのところで

すが、これまでの水資源政策というのは、増大する水需要に対しまして新たな水資源開発

施設を整備しまして、供給量の増大を図ることを目的に展開してきました。そして、いわ

ゆるフルプラン水系におきましては、一部の施設は整備中であるものの、多くの水資源開

発施設の整備の進展によりまして、供給の目標は概ね達成する見通しでございます。 
 しかし、水資源開発は一定の水準を目安とした安全によって開発されてきているところ

ではありますが、それには、まず１つ目は、安全度は降水の状況によって変化すること。

２つ目は、今後の気候変動の影響によりまして、その安全度が変化する可能性があること。

さらに、水供給の運用においては渇水が予想される場合には、深刻な被害を回避するため、

早い段階から関係者間で渇水調整が行われていること。これらによりまして、被害を緩和

しているということを改めて認識する必要があるということを記載しております。 
 次の２ページでございますが、この中で最後の方で、今後の水資源政策の具体的な取組

の柱が記載してあります。今後の水資源政策の具体的な取組の柱は、必要な地域での水資

源開発施設の整備に加えまして、地震等大規模災害への対応、ゼロ水、いわゆる危機的な

渇水への備え、水インフラの老朽化への対応、これらあらゆるリスクに対しまして、安全

で安心できる水を確保しまして、安定して利用できるようにすること。つまり、言い換え

ますと、「水資源開発の促進」から「水の安定的な供給」へのさらなる進化を図ることとい

うことを今回、答申の中で提言しているところです。 
 それでは、次のページにいかせていただきます。Ⅰの水資源政策の改革の必要性という

ところでございますが、ここは３ページ、４ページ、５ページということで、水資源政策

を取り巻く状況を記載しておりますが、ここに示されるとおり、水資源政策は様々な課題

に対応してまいりました。 
 特に現在に至るまで、水需給の増大への対応が中心であったということでございます。
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戦後復興期におきましては、荒廃する国土をいかに復興させるかということで、国土保全、

食糧増産等の喫緊の課題に対応してきたところです。 
 高度成長期の１９６０年に入りまして、都市の人口の集中、産業の発展等により水資源

の不足が顕著になってまいりました。そういったことを受けまして、慢性的な水不足に対

応するために水資源開発促進法、水資源開発公団法が１９６１年に制定されております。

それに基づきまして水資源開発基本計画が策定されて計画的に水資源開発が進められてき

たところです。 
 一方で、地下水の大量くみ上げ等により地盤沈下も大きな問題になってまいりまして、

工業用水や建物における地下水の採取に対する規制が工業用水法、ビル用水法で行われる

ようになりました。 
 また、公共用水域の汚染も問題になってきておりまして、水質保全に対する法律がこの

時期にできているところです。 
 １９７３年にはオイルショックがありましたが、ここから高度成長にブレーキがかかり

始めまして安定成長期に入ることになります。まだまだ水不足の解決には至っていないと

いう状況の中で、長期的な観点から計画的に水資源開発を進めなければならないというこ

とで、１９７４年に国土庁が設置されまして水の部署がそちらの方に移され、長期水需給

計画とウォータープランがそれぞれ１９７８年と１９８７年に作られているところです。 
 また、ダムを開発するにあたりまして、用地等の問題、用地交渉がなかなか進まないた

め、生活再建、補償だけではなく、生活環境の整備、生産基盤の整備を行うために水源地

域対策特別措置法が制定されているところです。 
 また、渇水の対応では、この時期、渇水がかなり頻発しておりまして、省庁連絡会議な

ども設置されているところです。 
 そして、１９９０年に入りまして、雇用不安なり金融不安、構造改革の求められる時代

になりまして、環境に対するニーズ等もいろいろ課題が出てきてまいりました。そして、

また新たな水資源需要への対応としまして、ウォータープラン２１が１９９９年にできて

いるところです。 
 以上が水資源政策を取り巻く状況の推移ということで説明させていただきました。 
 それでは、次の５ページのⅠ－１－（２）水需給を巡る現状認識と今後の見通しという

ところについてですが水資源開発基本計画に位置づけられた多くの水資源開発施設の整備

の進展によりまして、供給の目標は概ね達成する見通しとなっている一方で、目標年次で

あります平成２７年においても一部の施設が整備中で、依然として不安定取水が残ってい

る地域も存在するほか、地下水から表流水への転換が必要な地域もまだ存在しております。 
 一方で、水利用の合理化も進んでおります。水道用水につきましては、漏水防止対策に

よりまして有効率が約９０％ということで極めて高い水準に推移しており、工業用水の回

収率におきましても約８０％になっておりまして、これについては、昭和３３年の２０％

から著しく向上しているというところです。 
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 さらに、用途間の水の転用も社会情勢の変化や地域の実情から行われておりまして、フ

ルプラン指定水系におきましては、昭和４０年度から平成２４年度の５０年間に水道、工

業用水などで４０トンほど、関係者間の相互の理解によって転用されているところです。 
 それでは、次の６ページでございますが、水需給バランスについてというところに入り

ますが、水需給バランスの説明に入る前に、皆様の方には、別冊の補足説明資料というこ

とでお手元に資料５の後ろに「我が国の水利用の変遷」という資料をお配りしております。

水需給バランスの参考になるという意味で付けておりますので、これについて先に説明さ

せていただきたいと思います。Ａ４の縦の資料になります。 
 「我が国の水利用の変遷」と題しまして作っている資料でございます。、水利用の歴史を

遡ってみますと、我が国の水利用というのは水田による稲作を中心に展開されてきまして、

水利用の秩序というのは長い時間をかけ、江戸時代には農業を中心に形成されてきました。 
 その後、明治時代になりますと、都市化・工業化の伸展によりまして、電力需要の増大

から水力発電事業が大きく発展しまして、そのほかに人口増加を背景としました食糧増産

に対応する農業地の増大とか都市用水の増大ということで、多くの新規需要が発生しまし

た。 
 また、戦後になりますと、戦後の著しい経済復興と経済の高度成長によりまして、人口

増加、都市への人口、産業の集中に伴いまして、生活用水、工業用水、農業用水の新規利

水がさらに大幅に増大し、そのため、多目的ダムの建設などによる水資源の総合的な開発

が行われ、安定的な水利用が確保されてきました。 
 次のページをめくっていただきますと２ページ目には、そういう状況の中で利水関係の

事業法について記載しております。ダム建設等の水源開発、水資源開発、各種用途の水利

用・地盤沈下防止等に関するものについては１９６０年までに。そして、水資源水源地域

整備、水質・環境保全等に関するものにつきましては１９７０年以降、現在に至るまでに

整備されたということです。 
 次の３ページでございますが、ダムによる水資源開発の状況について記載しております。

（２）につきましては、新規需要に対する水資源開発の促進ということで、水源開発の促

進に向けて法的、組織的な整備としましては、１９６１年に水資源開発促進法、水資源開

発公団法が制定されました。水資源開発促進法が制定されまして、国が広域的な重点地域

を指定した上で、水系全体のいわゆるフルプランを策定しているということで、現在、７

水系、６計画が作成されているところです。 
 フルプランに位置づけられました多くの水資源開発施設の整備の進展によりまして、現

行フルプランに計画されました供給の目標は概ね達成される見通しです。 
 そういう中で、（３）の水資源開発のしくみとございますが、我が国は、降水量が多く水

が豊かな国ではありますけれども、河川の流量というのは変動しまして、１年を通して変

動が大きくなっているという特徴もございます。 
 また、生活用水や工業用水につきましては、日とか季節によって変動がありまして、毎
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日の河川の流量の変化ほど大きく変化しません。そのため、安定的な水利用を可能にする

ためには、河川の流動の変動にかかわらず、１年を通じて一定の水量を河川から取水でき

るようにすることが必要であります。そのために、ダムや堰等の水資源開発施設を建設し

ているということでます。 
 次の４ページでございますが、水資源開発のしくみとダムの供給能力というところでご

ざいますが、図１をご覧いただきたいと思います。ダムのない自然な状況の河川の状況、

流量というのは、梅雨時期とか台風時期にはたくさんありますが、少ないときにもありま

して、１年を通じて一定の取水を行おうとすると安定的な取水は行えません。 
 しかし、ダム等の貯水施設によりまして、河川の流量の少ないときにダムに貯留した水

を流して渇水時に河川に補給すると１年を通じて安定的な取水が可能となるということで

す。 
 図２を見ていただきたいと思いますが、ダムの供給能力についてですが、左下には計画

当時の状況を示しております。右中の近年を見ていただくと、降水量が減少している中で

計画当時と同じように供給をしていくと、途中で供給量が不足しましてダムが枯渇してし

まいます。実際には水供給の運用によって、渇水が予想される前に、深刻な被害を回避す

るために、早い段階から渇水調整を行って被害を緩和しているというのが現状です。 
 その図の下を見ていただきたいと思います。これは仮に不足が生じないような供給を行

った場合にはどうなるかということでございますけども、開発水量が減るといわゆるダム

の実力が低下するということです。 
 今の内容を参考としまして、６ページの水需給バランスのところでございますけども、

水資源開発は原則としまして１０年に第１位相当の渇水時の流況を基準としました水供給

の安定度をもって行われております。 
 水資源開発施設の整備は一定の水準に達しつつあるということは先ほども説明させてい

ただきましたが、近年も取水制限が実施されるなど、全国各地で渇水が起きております。

また、降雨の変動の増大などによりまして、気候変動のリスクの影響などによって、計画

当時に比べて水資源開発施設の供給可能量が低下するということの不安定要素が顕在化し

ております。吉野川水系におきましてもそういう状況が出てきているということです。 
 農業分野におきましても、近年、高温化の傾向が顕著になりまして、コメの品質低下を

防止するために、夏場に深水管理や掛け流し灌漑を実施することも行われております。 
 また、人口減少を迎える中、２０５０年には日本の総人口が１億人を減るということが

推定される一方で、平成 26 年のいわゆる骨太の方針の中では、５０年後にも１億人程度の

安定的な人口構造を保持するということが示されたということで、今後、人口構造の方針

に関する動向も注視し、また、高齢化とか核家族化、単身化、こういうような水需要動向

を影響を与えるようなものについて把握するとともに、水需給への影響を分析する必要が

あります。 
 次、７ページでございますけれども、Ⅰ－２からは社会情勢の変化について整理してお
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ります。様々な社会情勢の変化がありますが、まず、東日本大震災、笹子トンネル事故等

を教訓とするリスクの顕在化というところです。 
 地震、津波、洪水等の大規模災害に対しまして、施設の被災やエネルギー供給の停止に

伴う水供給施設の機能低下により、断水が発生するなど、水インフラの脆弱性が顕在化し

ております。水インフラの耐震化率も充分でないという状況にあります。 
 ２つ目には、急速に進行する水インフラの老朽化を挙げております。これについても、

今後、非常に老朽化施設が増大するということが想定されています。 
 次のⅠ－２－（２）の地球温暖化に伴う気候変動リスクへの懸念というところですが、

ＩＰＣＣの報告書によりますと、地球温暖化を疑う余地はないことや、人間の活動が温暖

化の主要な要因であった可能性が極めて高いということが示されております。今後も気温

上昇に伴う降水量の増大とか、少雨の年の年降水量の減少などが予想されております。 
 また、農業用水等、水資源を融雪に依存する地域におきましては、融雪の早期化により

まして、将来、渇水リスクが高まることが懸念されております。 
 次、Ⅰ－２－（３）低炭素社会の実現のところでございますが、温室効果ガスの削減の

取組は重要でありまして、低炭素社会の構築は世界的な要請と言える中で、上水道施設、

下水道施設におきましても、多くの電力量の消費によりまして二酸化炭素が排出されてお

ります。 
 そういう中で、小水力発電については二酸化炭素を排出しない特徴がありますので、そ

の導入の促進のためにいろいろな水利使用手続の簡素化等が進められているところです。 
 次、Ⅰ－２－（４）社会からの生活・自然環境への要請につきましては、需給両面にお

ける水の有効利用の推進でございますが、これについては、節水型の洗濯機とか節水型の

トイレが普及し、また、地方自治体におきましてもいろいろな節水に対しての取組がなさ

れております。 
 供給面においての水利用につきましては、ダム間を導水路で連携して水運用を図ったり、

農業用水から工業用水への転用が図られるなど取り組まれております。 
 次の地下水の保全と利用についてでございますが、地下水の過剰な採取によって地盤沈

下が関東平野や大阪平野などで過去認められておりましたが、昭和３０年以降については

全国に拡大しております。しかし、近年は地表水への水源の転換が図られたことや、法律、

条例、要綱等によって規制が行われたとことで地下水が回復しつつあり、近年、沈静化の

傾向であります。しかし、平成２４年におきましても、まだ６４の地域で地盤沈下の傾向

が認められております。 
 このような状況ではございますが、地盤沈下を発生させずに地下水の利用を図るために

は、地下水流動の把握をはじめとした技術的な評価が必要であります。 
 次に、安全でおいしい水の確保ということでございますが、平成２６年に内閣府で実施

しました「水循環に関する世論調査」によりますと、「水とのかかわりのある豊かな暮らし

とはどのようなものであるか」ということにつきましては、「安心して水が飲める暮らし」
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を挙げた人の割合が最も高く、他年度と比較しても上昇しております。 
 次の４）の水環境・生態系の保全・再生についてですが、水環境を構成する水量、水質、

水生生物等及び水辺につきましては、流域全体で相互に関係・影響しているということで

す。 
 水質に関わる環境基準の達成率ですが、河川におきましてはＢＯＤにおきましては９割

という高い水準を示しております。一方、湖沼におきましては、やや改善が見られるもの

のまだＣＯＤでは６割ということで低い水準にありまして、一層の改善が求められるとい

うことです。 
 次のⅠ－２－（５）健全な水循環系の構築と雨水・再生水の利用の促進ですが、健全な

水循環系の構築ではこれまでも流域を中心とした水循環系の健全化の取組が進められてい

るところです。 
 次の２）の雨水・再生水の利用の促進についてでございますが、雨水・再生水の利用に

つきましては、昭和３０年代の後半から始まりまして、昭和５３年の福岡渇水を契機とし

まして水資源の有効利用の方策として注目されたということで、その推進が図られてきた

ということでございます。 
 次のⅠ－２－（６）水源地域の振興につきましては、ダム建設によりまして著しい影響

を受ける水源地域におきましては、住民の生活再建対策としまして様々な生活環境や産業

基盤の整備等の水源地域対策が必要になっておりまして、平成２６年３月の段階で、水源

地域対策特別措置法において指定ダム等９７のうち９２ダム等で整備計画が決定されまし

て、いろいろな事業が実施されているところです。 
 次のⅠ－２－（７）水資源に関する教育・普及啓発でございますが、これは水資源に対

する国民の意識に関しまして、平成２６年の内閣府調査によりますと、「使っている水道の

水の水源」について知っているか知ってないかという、認知度の調査ですが、年々、「知っ

ている」に改善している結果となっております。 
 特に東日本大震災を契機としまして、使っている水道の水源に対しまして国民の関心が

高まっている結果になっているところでございます。全ての世代におきまして認知度が改

善している一方で、若年層ほど認知度が低い状況にあります。 
 次のⅠ－２－（８）国際情勢の変化につきましては、これまで、２００１年のミレニア

ム開発目標を国際合意事項としまして、世界的な取組、議論が行われてきてございますが、

その目標達成期限であります２０１５年に、安全な飲料水を継続的に利用できない人口割

合を半減する目標については達成されたということになっておりますが、世界では依然と

して約８億人が安全な水の供給を受けられない状況です。また、２５億人が基礎的な衛生

施設にアクセスできない状況にあります。 
 一方、新興国におきましては、人口の増加や経済発展・工業化の進展に伴いまして水に

関する需要が急速に高まるということが見込まれておりまして、海外における水ビジネス

市場につきましては２０２５年には８７兆円まで拡大するということが予想されています。 
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 次でございますが、Ⅰ－３からはこれまで先に記載しました状況を踏まえた今後の水資

源政策の課題を整理させていただいているところでございます。それぞれの課題につきま

しては、緊急的に取り組むべき課題とこれまでの取組を継続・強化すべき課題に分けて整

理しております。 
 まず、緊急的に取り組むべき課題（リスクの顕在化）でございますが、1 つ目では、地震、

津波、洪水、事故等の大規模災害を対象とした危機時における必要な水の確保のために、

個別施設の耐震化、ＢＣＰの策定、リスクに備えた訓練等のハード・ソフト対策や国が行

う技術支援や地方自治体が行う相互応援協定の締結といった広域的な取組をあらかじめ決

めておくことなど水系全体におきまして機能不全にならないという視点が必要であるとい

うことです。 
 ２つ目では、水インフラの老朽化への対応でございますが、これについては平成２５年

の１１月に政府におきまして「インフラ長寿命化基本計画」が策定され、それに基づきま

して、維持管理・更新等を着実に推進するための長寿命化計画（行動計画）が農水省、国

土交通省で策定されているところです。 
 水資源分野におきましても、今後、老朽化した水インフラが急速に増加するということ

が見込まれており、水インフラの維持管理・更新を円滑かつ着実に実施するためには、ト

ータルコストを低減するためのストックマネジメントやアセットマネジメントの導入の促

進が重要であります。 
 ３つ目の気候変動によるリスクへの適応ですが、気候変動に伴う降水形態の変化によっ

て、渇水、洪水・高潮、水質悪化等のリスクが高まると予測されておりますが、平常時か

ら関係者の理解と合意形成に努めていくなど、総合的・計画的に適応する施策を検討する

必要があると記載しております。 
 ４つ目のゼロ水への対応では、渇水によって水源が枯渇し、国民生活や社会経済活動に

深刻かつ重大な支障が生じる「ゼロ水（危機的渇水）」にならないようにあらかじめ取組を

進めておくことが必要不可欠でございまして、この場合は流域を基本単位としまして、広

域的な連携・調整・応援など需要側・供給側の影響の段階に応じた予防措置や対応措置を

適切に講じることでゼロ水を防ぐことができるように、ハード・ソフトを組み合わせて、

水供給の全体システムでの対応を検討する必要があるということを記載しております。 
 ５つ目の安全でおいしい水の確保におきましては、安全でおいしい水への国民の要請が

高まりまして、飲み水の質の安全・安心の面から一層重視されるようになっていることを

踏まえ、水質を重視した取組が引き続き必要だということを記載しております。 
 Ⅰ－３－（２）からは、これまでの取組を継続・強化すべき課題ということを整理して

おります。 
 １つ目は、健全な水・エネルギー・物資循環系構築に向けた取組の加速ということを挙

げておりますが、流域における健全な水循環系の構築におきましては、平成２６年４月２

日に水循環基本法が公布されまして、健全な水循環を維持し、又は回復するための取組が
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積極的に推進されなければならないということが示されました。これを踏まえまして、流

域を中心とした一連の水の流れの過程におきましても、人間の営みと環境保全に果たす水

の機能が適切なバランスのもとにともに確保されるよう、流域におきまして水の貯留・涵

養機能の維持及び向上、流域全体を視野に入れた相互連携、水量と水質といった様々な側

面から総合的な対応を行いまして、健全な水循環系の対応力を大きくしていくことが必要

であるということを記載しております。 
 次の②の低炭素社会の構築におきましては、エネルギー供給の脆弱性にも対応可能な自

立分散型のエネルギー創出・活用の仕組みづくりが求められる中で、ＣＯ２を排出しないと

いう小水力発電を含む水力発電の特徴、ポテンシャルを十分に活かすことが重要であると

しております。 
 ③の水環境・生態系の保全・再生におきましては、水環境に対する国民の意識の多様化

に応じまして、水資源政策におきましても、流域全体を視野に入れた、水利用の過程にお

いて水環境・生態系の保全の・再生に一層配慮した取組が必要だということを記載してお

ります。 
 ２）の持続的な水利用というところでございますが、節水型社会の構築と水利用の合理

化としまして、流域全体の関係者によって水を大切にする意識や目標を共有することが必

要であるとしております。需要面におきましては、住まい方やまちづくりに合わせた節水

型社会の構築などが必要であるということを記載しております。 
 次の地下水の保全と利用につきましては、地下水につきましては、平常時の持続的な水

源及び緊急時の代替水源としまして重要だということを記載しております。 
 ③の雨水・再生水の利用におきましては、雨水・再生水は代替水源、環境資源、エネル

ギー資源として十分ポテンシャルを活かすためには、雨水・再生水利用施設の導入を進め

る必要があるということを記載しております。 
 ④の水源地域の振興につきましては、水源地域の振興を図るためには、ダムの建設にあ

たって生活再建対策、産業基盤の整備等を引き続き着実に実施していくということを記載

しております。 
 次の３）でございますが、水資源に関する教育・普及啓発の推進におきましては、我々

の日々の水利用が先人たちの絶え間ない工夫の積み重ねによって水インフラの整備、運用

の日々の努力によって支えられているということが重要であるということを記載しており

ます。 
 次の４）世界の水問題解決に向けた国際貢献と水関連技術の海外展開についましては、

我が国がこれまで培ってきた国際社会での水資源分野のプレゼンスをさらに強化するとい

うことが重要であるということを記載しております。 
 次のⅡにおきましては、今後の水資源政策のあり方について記載しております。Ⅱ－１

は諮問文で受けている記述と同じですが、基本理念としまして、全ての国民が水の恵みを

将来にわたって享受することができる社会を目指していくということを挙げています。こ
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の理念の社会を実現するためには、「幅を持った社会システム」を構築していくこととして

おります。 
 「幅を持った社会システム」の構築の必要性でございますが、これまで、我が国におき

ましては、システム全体が緊張状態を保ちながら高度な生産を実現してきましたが、超効

率化された緊張状態を継続した結果、東日本大震災のときのように、システムのどこかで

不具合が生じた場合にはシステム全体が機能不全に陥りました。つまり、実際において幅

がなかったということでございます。 
 とりわけ、水は人の生命、経済活動の麻痺などの重大な事態に係る極めて重要な資源で

ございますので、水資源分野におきましても、すなわち幅を持った社会システムの構築を

目指していくことが求められているということです。 
 「幅を持った社会システム」が有する機能と留意点でございますが、水インフラの分野

におきましても、大規模地震とかゼロ水においても必要最小限の水を確保するとともに、

様々な事象において問題解決をするという意味で、幅を持った社会システムの概念導入が

必要であります。 
 「幅を持った社会システム」の構築を目指すためには留意点がございます。水インフラ

について、幅を持った社会システムの構築を目指すということは、水供給・排水の全体シ

ステムにおいて、従来から実施してきている施策の継続・強化に加えまして、水の安定供

給に関する施策をその必要な量的・質的の両面から重層的に展開しまして、より一層の進

化を図ろうとするものです。 
 また、本答申で言う「幅」というのは冗長性・代替性を持たせたものでありまして、粘

り強く復元可能にしたりするものの機能に幅を持たせることであり、計画的・組織的にあ

らかじめ講じておくべきものとして位置づけております。 
 「幅を持った社会システム」を構築する上では、視点として３つのポイントがあるとい

うことで整理しております。１つ目としましては、東日本大震災を教訓としまして、これ

まであまり考慮していなかった地震等の大規模災害やゼロ水等の低頻度・高リスクへの対

応。２つ目は社会情勢の変化に伴う国民の要請の高まりに対しまして、国民の視点に立っ

て的確に答えるために、新たな課題へと重層的に取り組んでいくということです。３つ目

は国際分野の推進ということです。 
 次、一部説明を省略しますが、Ⅲからは今後の水資源政策の課題への具体的な取組につ

いて整理しているところでございます。これまでのⅠで述べた水資源政策の課題への具体

的な取組を推進するためには、水資源政策の根幹を支えてきましたフルプラン及び関連制

度のあり方をより時代に適合させていくことが必要であるということを記載しております。 
 そのため水資源政策は、「これまでの水需給バランスの確保を優先した取組」から次の世

代に「水の恵みを享受できる社会」を引き継いでいけるように、幅を持った社会システム

が必要であり、まさしく今現在その変曲点に立っているということです。 
 従来の水資源政策の「水資源開発の促進」から「水の安定的な供給」へとさらに進化さ
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せまして、安定的な水需給のバランスを確保し、地震等大規模災害、ゼロ水、水インフラ

の老朽化といった水供給に影響の大きいリスクに対しましても、良質な水をいかに安定的

に供給するかということが大変重要になっているということです。 
 こういうことを念頭に置きまして、次のⅢ－１から５に示す５つの水資源政策と具体的

な取組を整理しております。 
 Ⅲ－１の安全・安心水利用社会でございますけれども、これには６つの取組がございま

すが、１つは危機時、大規模地震災害等におきましても必要な水の確保ということで記載

しております。２つ目につきましては、水インフラの老朽化への対応。３番目としまして

は、気候変動リスクへの対応策。４番目としましては、ゼロ水への対応。５番目としては、

水需給バランスの確保。６番目については、安全でおいしい水の確保。これらの取組が必

要だということを整理しております。 
 もう１つのⅢ－２の持続的水利用社会の構築に向けた対応につきましては、４つの取組

について記載しております。１つ目は、節水型社会の構築と水利用の合理化。２つ目は、

水資源・国土管理資源・エネルギー資源の観点からの地下水の総合的管理。３つ目は、雨

水・再生水の利用ということの取組。４つ目は、水源地域への感謝に根差した地域振興。

ということで、それぞれの取組を掲げております。 
 ３つ目の社会は、Ⅲ－３の健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会についてで

ございますが、これについても３つの取組について記載しております。１つ目は、流域に

おける健全な水循環系の構築。２つ目は、低炭素社会に向けた取組。３つ目は、水環境・

生態系の保全・再生ということです。 
 次のⅢ－４の水の「恵み」に感謝し「災い」に柔軟に対応できる社会風土・文化の醸成

ということも政策として必要だとしております。 
 最後の５つ目としましては、世界の水問題解決と国際市場獲得に向けた展開ということ

で取組を記載しております。 
 最後にはあとがきということになっておりますが、これまでも述べてきたことですが、

従来の水資源政策については、まさしく変曲点に立っているということです。 
 つまり、、本答申におきましては、これまでの水需給の増大に対しまして、新たな水資源

開発施設を整備することによって供給量の増大を図るという需要主導型の水資源政策から、

水インフラの老朽化対策や地震等の大規模災害、ゼロ水など、あらゆるリスクに対して、

水の安定的な供給を確保するため、水の恵みを享受できる「幅を持った社会システム」へ

の転換を目指す政策へとさらなる進化を図るということを今回提言しております。 
 
 以上が今回、答申（案）として整理させていただいた内容です。 
 引き続き、資料４を見ていただきたいと思います。資料４ですが、Ａ４の横の資料でご

ざいます。答申（案）の全体像が１枚でわかるように整理しております。 
 基本理念を、「安全で安心できる水を確保し、安定して利用できる仕組みをつくり、水の
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恵みを将来にわたって享受することができる社会を目指す」ということにしております。

これは諮問で受けた内容でもあります。 
 この基本理念を実行するための考え方としまして、幅を持った社会システムの構築が必

要であるということが提言されております。つまり、いかなる事態が生じても、柔軟かつ

臨機に、包括的に対処できるシステムの構築を目指すことであります。 
 そして、幅を持った社会システムの実現に向けては、ここで書かれているように、３つ

の改革から、従来の水資源政策から水の恵みが享受できる水と人との関わりへと変えてい

く取組をすべきだということを記載しております。 
 改革の３つのポイントでございますが、１つ目は、東日本大震災を教訓としまして、こ

れまであまり対応されてこなかった低頻度・高リスクへの対応、２つ目は、社会情勢の変

化に伴う国民の要請が高まりまして、国民の視点に立って的確に答えるための新たな課題

に対して重層的に取り組んでいくということ、３つ目は、国際分野の推進ということです。 
 これらの３つの改革の視点を持ちつつ、幅を持った社会システムを構築するための具体

的な取組として、ここに記載の５つの政策を示したところでございます。安全・安心水利

用社会。持続的水利用社会。健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会。水の「恵

み」に感謝し「災い」に柔軟に対応できる社会風土・文化の醸成。世界の水問題解決や水

関連技術に関する国際社会におけるプレゼンスの確立。そして、それに係る具体的な取組

事項としまして１５の具体的な取組事項を示したということです。 
 社会全体の変動要因、また、顕在化するリスクに対応していくためには、これら１５の

取組の１つ１つのハード対策、ソフト対策がつながり合わすことによりまして幅を持った

社会システムが構築されていくことになります。これらの取組の結果によりまして、これ

までの「水資源開発の促進」から「水の安定的な供給」へのさらなる進化が図られるとい

うことです。 
 以上で資料については説明を終わりにさせていただきます。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。 
 それでは、本答申（案）につきまして、企画調査部会での議論につきまして、私の方か

ら覚えている範囲でお話しさせていただきたいと思います。 
 もう今ご説明いただいたものの繰り返しになりますけれども、まず、もしかすると一番

議論したのはこの副題でございまして、水の恵みを享受できる「幅を持った社会システム」

への転換となっておりますが、お手元のプレスリリースという分厚い中間とりまとめの際

には、「幅を持った社会システム」の構築（次世代水政策元年）となっていたわけですね。 
 それについて、副題はこのままでいいか。部長も課長も変わったから変えようというわ

けではないんですけれども、こういうふうに、今のところ我々の調査企画部会としまして

は、将来にわたって水の恵みを享受できるような「幅を持った社会システム」に転換しよ

うということで、これ、２ページのところに同じ文章があったと思いますけれども、そう

いう気持ちが込められているということであります。失礼しました。１ページですね。た
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だ、「転換」としたところにやはり気持ちが込められております。 
 もう１つ、一番繰り返し議論になりましたのは、２ページをご覧いただきますと、下に

注釈がございまして、「水インフラ」とは、貯留から利用、排水に至るまでの過程において

水の利用を可能とする施設全体を指すものであり、とありまして、水道施設、農業水利施

設、水力発電施設、工業用水道施設、河川管理施設、下水道施設、水資源開発施設等を対

象とするということで、水資源開発施設のみならずそれを国民が享受できるようにするイ

ンフラ全部を指すということで、それに対して目配りしようというような答申になってい

るという点は少しご留意いただければと思います。 
 それから、ゼロ水という概念がありますが、これに関しましては、施設整備によって、

どんな渇水に対しても普段と変わらない生活ができるようにしようということではなくて、

それは例えば今ご覧いただきました２ページでも、人・モノ・財源といった資源の制約の

もとということで、制限があるので、ただし、東日本大震災があったことで経験しました

ように、それは考えていなかったので知りませんということではないというふうな。なの

で、想定はしておくけれども、必ずしも施設でそれに対して対応するわけじゃないという

ところに関しては議論がありました。 
 委員の方の中には、いや、そういうことは絶対に起こすべきではないという意見をおっ

しゃる方もいたわけですが、やはり現在、制限もあるだろうというような話になりました。 
 それから、幅を持ったに関しましては、２７ページのところに留意点というのでわざわ

ざ１章設けて書いてございます。これは、どういうことかと申しますと、多重性、あるい

はいざというときにバックアップ機能を持つということはリスク管理の点からは望ましい

わけですが、それはともすると、普段、無駄にもなりかねない、冗長であるということは。

そのバランスというのはやはり大事であって、経済性や時間的合理性を排除しないという

ふうなことがわざわざ書いてあるという点もご理解していただければと思います。 
 そもそも、今回の答申に対しまして、今、水資源政策を見直すのにどういう意味がある

かといったときには、また２ページにわりといいことが、ポイントがやはり書いてござい

ますけれども、一番上に、供給の目標は概ね達成される見通しであるというふうに高らか

に宣言された。ところが、東日本大震災があって、想定外は許されない。 
 想定外といった場合には大きく２つ考えられまして、それは大地震であったり、あるい

は大規模な事故であったり、そうしたときにも水資源の供給が最低限は必要な分が供給さ

れるようにしようという点と、もう１つは、いわゆる普通の渇水でありますけれども、想

定するのは１０年に１回であっても、それ以上のことは起こり得る。起こったときにどん

なことがあり得るのか、そしてどんなふうに時間を追って対策を取らなきゃいけないかと

いうことに関しては、少なくとも考えておくことはしておいた方がいいというのが東日本

大震災からの教訓であろうと。 
 それから、そうした場合にリスク概念が導入されている。これは渇水マネジメント運営

だけではなくて、恐らく水管理一般にリスク管理という概念が入ってきたこと。また、本
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文の繰り返しになりますけれども、老朽化対策をどうするのか。 
 気候変動に関しましては２つの側面がございます。１つは、貯留施設というのは雨の降

り方、需要のあり方によって供給可能量というのは変わるんだと。気候変動がなぜ問題か

と申しますと、今の気候に合わせて農業も水利用もできているところ、今の気候が変わっ

てしまうと、それが例え水が増えても、季節の推移、あるいは植える作物によっては水需

給というのが季節的に逼迫する、あるいは合わなくなってしまうことがあり得るというこ

とで、現状から変化することが問題だということで、そういうものを考えなきゃいけない。

それは適応策である。 
 もう１つは、水供給というのがそれなりのエネルギー消費によって支えられているので、

低炭素化というのはもちろんやらなきゃいけない。気候変動に対しては、適応策、水循環

の変化に対応することと、低炭素化でできるだけエネルギーを使わない水利用にしていく

という２つが必要だということになろうかと思います。 
 具体的な取組に関しましては３１ページからにまとめられておりますけれども、３１ペ

ージでは、ここに副題でなくなりました次世代水政策元年としてというのが残っておりま

すので、副題にやっぱり戻した方がいいという意見がございましたら、後ほどまたいただ

ければと思います。 
 それから、その下に留意事項がやはりございまして、水源地域への貢献に配意し、ある

いは人・モノ・財源といった資源の制約条件のもと、優先順位を付けて。それから２行空

けまして、長期的な視点に立って、既存施設の有効活用やＩＣＴ等の新技術の活用。そし

て、水需給が持続可能となる基本的かつ総合的な政策。そこの総合的な政策というのは一

体的な体制にしなさいといったことが書かれている答申（案）となっております。 
 その下に、キーワードとしましては、最低限必要な水を確保する。つまり、繰り返しに

なりますが、事故時にも普段と同じように水が使えるというのはやはり望まないと。ただ

し、ないと甚大な影響が考えられるので、最低限必要な水を確保しなきゃいけないだろう

と。 
 それから、３２ページにいきますと、先ほど申し上げましたが、水の供給可能量という

のは雨の降り方あるいは需要のあり方によって変わるので、適応策を常に見直していけと

いうことが書いてございます。 
 そして、その次のゼロ水、危機的な渇水に対しては、３３ページの頭になりますが、影

響を想定すると。それから、その下に危機管理の準備をすると書いてあります。 
 そして、その下の水需給バランスに関しましては、Ⅲ－１－（５）ですけれども、３つ

目の○。水資源開発施設の整備については、１０年に一度発生する渇水の年でも水を安定

的に利用できることを基本とした上で、ということで、これまでの想定を変えて、もっと

深刻な渇水にまで水資源開発の整備をしようということは書いていないという点が重要か

と思います。 
 そして、状況の変化としましては、雨水・再生水の利用、「雨水の利用の推進に関する法
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律」や水循環基本法に目配りをしろ。あるいは、少し戻りますけれども、２５ページに戻

りますと、「国土のグランドデザイン２０５０」というのが出されておりますので、そうい

うものと整合性に沿って考えるべきであるといったことが書かれているものとなっており

ます。 
 そして、最後が３８ページのあとがきですが、需要主導型の水資源政策からリスクに対

応した水資源施策になるということで、これは、需要主導型の水資源政策から水リスクマ

ネジメントへといったことかと思うんですが、需要主導型の水資源政策という言葉がここ

しか出てこないので、たぶん前の方にも置いておいた方がいいかなというふうに今、思い

ました。 
 以上、私からの簡単な報告ですが、調査企画部会にもご参加いただきました佐々木委員、

槇村委員、増子委員におかれましては、後ほどコメントをいただける際に加えておっしゃ

っていただければと思います。 
 それでは、資料の３あるいは４に関しまして、ご質問、ご意見等いただきたいと思いま

す。専門部会である調査企画部会に付託して作成した答申（案）ではありますけれども、

本分科会において、必要があれば修正を加えて成案とすることができますので、できるだ

け具体的に、この文章は消すべきだ、あるいはこういう文章を挿入するべきだといった具

体的なご提案をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 
 では、渡邉委員、お願いします。 
【渡邉特別委員】 渡邉です。 
 はじめに、まとめ方について意見申し上げます。今、部会での審議の状況と、それがよ

くまとめられた案になっているということは改めて理解したところですけれども、副題に

システムへの転換というようなキーワードも入っていることですし、少し丁寧なとりまと

めをしたらいいと思います。 
 そういう視点から、いわゆる広く意見を求めるという意味で、パブリックコメントのよ

うな形で意見を募って、できる範囲で丁寧な対応をしてとりまとめていくことがいいと思

いますので、ご提案させていただきます。いかがでしょうか。 
【沖分科会長】 そのことをここで審議してもよいか、まず、事務局にお聞きしますが、

調査企画部会で案が出たものに対して、この場で審議して、パブリックコメントが必要だ

といったときに、パブリックコメントを我々の水資源開発分科会でやることは可能なんで

しょうか。 
【廣木水資源計画課長】 はい。可能でございます。 
【沖分科会長】 という意見が出ましたが、パブリックコメントをするからといって、今、

この議論をやめるわけではなくて、ここで委員の意見を聞いて、手順としてはどうなりま

すか。 
【廣木水資源計画課長】 ここで一旦、ご審議をいただいておるわけでございますが、こ

の分科会でパブリックコメントが必要だという結論になったならば、それに基づいてパブ
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リックコメントを実施し、次回の分科会にまたご報告をするということになります。 
【沖分科会長】 何か今のご意見を含めて、調査企画部会委員でいらした佐々木委員から、

何かありますか。 
【佐々木特別委員】 ありがとうございます。時間的に余裕があるというか、許せばパブ

リックコメントをやった方がいいのではないかと私は個人的には思います。 
【沖分科会長】 槇村委員、いかがでしょうか。 
【槇村特別委員】 私も、今回、非常に大きな転換点を目指した答申でございますので、

やはり幅広く意見を聞くということも必要かなと思います。 
【沖分科会長】 増子委員はいかがでしょう。 
【増子特別委員】 まず、パブコメをやらないということですが、特にやらないとした理

由は何かあればお聞きしたいんですけど。 
【廣木水資源計画課長】 パブリックコメントそのものは、法律で定められてやらなけれ

ばならない場合、それから任意でやる場合と両方がございます。この場合は、この分科会

で諮問いただいている流れ、制度では法定ではないということでありますので、任意でパ

ブリックコメントを行うということになりますので、それは基本的に分科会のご判断にな

ると。そういう仕組みになってございます。 
【増子特別委員】 それですと、やはりこれの価値を高めるには、当然、パブコメはやっ

た方がいいと思います。 
【沖分科会長】 皆さん、やった方がいいというご意見ですので、やる方向にしたいと思

いますが、その場合に、本日、委員の先生方からご意見いただいて、それを反映させたも

のをパブリックコメントの叩き台として上げるという理解でよろしいでしょうか。 
【廣木水資源計画課長】 それも分科会でご判断いただければいいと思います。事務方的

にはどちらで対応することも可能でございますので、今の原案でパブコメをかける、ある

いは分科会として修正を加えて、例えば座長の方で１回見ていただいて、それでその案を

パブリックコメントにかける、いずれにしても可能でございます。 
【沖分科会長】 わかりました。じゃあ、今の点も含めまして、今後、今の私の認識では

パブリックコメントはやるということで、それに向けて、今日、初めて全体、最終案をご

覧になった委員の先生もいらっしゃると思いますので、内容に関しまして、こういうとこ

ろが書き足りない、あるいはここはちょっと表現がおかしいといった些細な点も含めて、

お１人ずつご意見をいただければと思うんですが。 
 じゃあ、お願いいたします。 
【望月委員】 細かい政策１つ１つについては、私は本当に門外漢なので、なかなか言え

ませんが第一にこの答申の意義として感じたことは、最初に沖先生のお話にあったように、

大きな転換点に立った中での答申ということです。最初いただいたタイトルには、それこ

そ次世代水政策元年という非常に強い意思を感じる表現があって、私はこれはすごくいい

ことだなと評価していました。今日、開いたら、そこが抜けているので、これは戻した方
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がいいのではないかと思います。 
 というのは、従来型の成長開発型の政策というのがあらゆる国土政策の中で転換を迫ら

れている。そのひとつとして水政策というのが置かれているわけですから、やはり今まで

とは違うということを、中にいろいろ改革とか転換点とかいい言葉が出ているので、意思

表示という意味できちっと出すべきだろうと思いました。 
さらに、それでは改革といえるポイントは、何なのか。縷々説明はされているんですけど、

素人目から見ると少しぼやけてきているという点が心配です。 
 単純に今までの開発型の水資源開発ということから脱却してとは言い切れないでしょう

が、促進から安定的な供給へというところが基本のタイトルの中でも一番重要なことだと

思うんですね。 
 であれば、その開発から安定的な供給へという具体的な政策転換のキーは何なのかとい

うことです。具体的な政策として、これは乱暴な意見ですけど、もう新たな水資源開発と

いう考え方はしませんとか、超長期的に見れば、水インフラも人口減等に伴っていろんな

形で整理、改革していかなくちゃいけないといったときに、どういう立場に立つのかとい

うこと。この辺が今までとは全く思考が違うと思いますその辺をもう少し明示的にという

か、強調される。それは前段でも後段でもいいと思うんですけど。それが必要ではないか

なというのがあります。 
 それから、それに関連してなんですけど、私はたまたま国土審議会の方の国土形成計画

の計画部会に出席しておりまして、まさに「国土のグランドデザイン２０５０」、これをも

とに国土形成計画の見直しを審議しています。この答申案の中にも「国土のグランドデザ

イン２０５０」に沿ってという言い方がされていますが、沿って考えなきゃいけないだけ

になっていて、じゃあどこにどういう歩調を合わせているのか、グランドデザインにある

何を前提にしてとか、ほとんど記載がないんじゃないかと思うんです。そこは時間的な問

題があったとしても、何らかの言及が必要ではないかと思いました。 
 それから、これは蛇足ですが、せっかく大きな政策転換として水資源開発から安定的な

供給へということなので、この分科会名も水資源開発分科会というのは変えていった方が

いいのかなと思いました。以上です。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。もうこの段階では、案に、どこにどうするかと

いうことをご相談しておいた方がよろしいかと思うんですが、開発から安定供給へという

文言を、例えば副題にもやはり出すべきだということで考えるのか、あるいは、それに近

い文言はあるんですが、はじめにのところの一番最初、あるいははじめにの一番最後に非

常に目立つように書くのかというのは、どちらがよろしいとお考えでしょう。 
【望月委員】 そうですね。 
【田中特別委員】 もう少し皆さんの意見を聞いてからでどうでしょうか。 
【沖分科会長】 そうしますか。わかりました。失礼しました。じゃあ、ちょっとお待ち

ください。 
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 それで、あとは国土形成計画との整合に関しては、当該部分にもう少し書き込めること

は書き込むということで対応すると。あと、水資源開発分科会は、これ、たぶん法律事項

というか法律で決まっている話なので、法律変えろという話になるかと思うんですけれど

も。わかりました。それでは、ほか、ご意見をまずお聞きします。 
 じゃあ、田中先生、お願いします。 
【田中特別委員】 田中です。 
 資料４の一番最後の「水資源開発の促進」から「水の安定的な供給」へのさらなる進化

というものと、それからあとがきの内容ですね。これらを見ると、やはり先ほどからお話

が出ているように、水資源政策のあり方というものの答申の内容はこれまでの水資源政策

を転換していくのだというところにすごく重要な意味を持っているのではないかというふ

うに思います。 
 私個人としても、日本の今の低成長経済、それから人口の減少、少子化問題、それから

経済のグローバル化による国内産業の空洞化等々の問題に関係して全体的には日本の水需

要量というものが徐々に減りつつあるのではないかというふうに考えているわけですけれ

ども、そういう中で、やはり今、これまでの水資源政策の継続だけではなくて、思い切っ

て考え方をチェンジしていく必要があるという意味では、その方向性は非常にいいのでは

ないかというふうに思います。 
 ただし、先ほど望月委員からもお話が出たかと思いますが、なぜそうなのかというとこ

ろの説明が非常に歯切れが悪い感じがするんですね。一方では、もう既にフルプラン水系

では水需要に対する補給の状況は整備されている。ところが、その次になると、まだ不安

定な部分があるという両論が並列して書かれているわけですね。 
 どちらを拠り所にしてこういう提案をするのかというところが非常にインパクトが弱い

って言いますか。ですから、そこをもう少しメリハリの利いた形にする必要があるのでは

ないのかなというのが私の考え方です。 
 前回の中間とりまとめのところに書いてあった次世代水政策元年という言葉があったと

思いますけれども、これを入れるぐらいの思い切りのよさで方向転換を目指すんだという

ことをもっと強調されてもいいのではないのかなというふうに思います。以上です。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。 
 山本先生、お願いします。 
【山本特別委員】 今の表題に関しましては、ごもっともなご意見だと思いますが、一方

で、やはり全て今までの政策をバツといいますか、そういうことではないわけで、継続的

な取組もあります。安定的な供給なんて今までもやってきたわけですよね。だから、そう

いう意味では全否定するような、耳目をひくような言葉は必ずしもいらないのではないか

と。 
 だから、転換という言葉で良いのではないかと私自身は思います。だから、この表題で

構わないのではないかというのが私の意見です。もちろん、中身に少しインパクトがない
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と私も感じているところですが、それはそれとしてパブリックコメントを出されるわけだ

から、それは意見をいただければといいと思います。 
 私が一番、詳細なところで、言葉で引っかかるのは、ゼロ水という言葉です。スローガ

ンとしての言葉の意味が捉えにくい。ゼロ水が発生することを前提にして最低限の水確保

をしますという言い方をする一方、ゼロ水という状態を防ぐための施策をやろうとすると

いうような言い方の混用もあるし。しかし、そのどちらを取ろうとしても誤解を生む言葉

じゃないかと思いますね。 
 全体的に、社会経済システムを動かすための最低限必要な水というのはゼロではないの

で。水利用可能量がゼロになったら社会システムが止まってしまいますから、そこは回避

しなければいけないということが重要な点でしょう。だから、危機的な渇水というのはわ

かりますが、それがどういうレベルか。当然ながらそれはゼロではない。ゼロを文字通り

の意味での可能量ゼロとしたら、それはゼロではないでしょうと、そのレベルは。我々が、

社会が目指すべき、回避すべきレベルはそこではないだろうという誤解を生むと思うんで

すね。 
 そういうような意味で、このゼロという言い方は非常にわかりづらいと思います。これ

はパブリックコメントをしていただいていろんな意見を言っていただければいいと思いま

すけれど、私個人はそういうふうに思います。 
 それから、細部のところでということで言いますと、水の量と質ということで書かれて

いて、非常にそれはいいことだと思いますが、質を議論するのであれば海域も入りますよ

ね。水インフラを川の海域への出口のところで切ってしまうという概念構成がやっぱりち

ょっと水循環とは矛盾してしまうんじゃないかと。水インフラをそこまで広げるのであれ

ばね。そういうようなところがあるんじゃないかと思います。海域だけじゃない話ですけ

れど、そういうところは定義として気になります。 
 それから、さらに細かいことで言いますと、１２ページの地下水の保全と利用のところ

の安全でおいしい水の確保の上ですけれど、これ、地下水流動の把握に関して「技術的」

なって言葉が少し引っかかりました。これは「科学的」な評価であるべきですね。何か事

業実施の目的を持ってやることではなく、使える水をきちんと評価するためには科学的な

評価であるべきじゃないですかね。そういう文言の問題があると思います。 
 あとは、排水に伴うメタンに関する表現は元に戻ったので、私はこれでいいと思います

が、２２ページの低炭素社会の構築というところで書かれている中で、ご説明いただいた

ときに排水に係る文言が気になったので、そこばっかり目が行ってしまったのですけれど、

その直前の表現、これ、バイオマスですよね。 
 バイオマスの焼却によるエネルギー回収は重要な施策でありますから、これはＮ２Ｏの問

題じゃないでしょうかね、ＣＯ２じゃなくて。窒素系の問題だと思いますけどね、汚泥焼却

の話は。だから、そのところがちょっと言葉がこれだと少し誤解を与えると思います。カ

ーボン・ニュートラルのものまでなぜ言うのかっていう。そういうところがちょっと文言
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としては気になります。 
 それから、全体的な海外の展開もこれから世界への貢献として非常に重要なことだと思

いますが、３０ページのところで言いますと、最後の文言は水関連技術の海外展開、これ

はぜひ推進していただきたいところです。最後の水関連技術システムの輸出、ここでシス

テムの輸出というのは非常に重要だと。いわゆる維持管理サービスも含めて重要だという

のは非常に良い指摘ですけれど、その前の日本ブランドが、水関連技術に係る日本ブラン

ドとなっています。ここにもシステムという言葉を入れるべきだと思います。 
 なぜかというと、例えば浄化槽はシステムです。あれは単体ではありません。汚泥の処

理も含めてシステムを構築してきて、極めてＰＰＰが上手くいっている例です、日本の中

で。そういうシステムもブランドとして確立しなきゃいけないわけで、システムという言

葉を入れたらいいのではないかと、そのように思います。以上です。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。幾つかいただきましたが、ゼロ水のところに関

しましては、３１ページに例えばゼロ水（危機的な渇水）と書いてありまして、たぶんこ

れ、でも、先生がおっしゃった話で、インパクトとしては、ゼロ水と書いてあると、何だ

ろうとインパクトは多少あると。危機的な渇水と書いてあるとインパクトはないですけれ

ども、違和感はないっていう、そういうところで、そういう意味ではインパクトを狙った

んじゃないかという気もいたしますけれども、事務局として、これ、今、ご意見いただき

ましたが、どうでしょう。 
【廣木水資源計画課長】 これもご議論次第だと思っているんですけれども、座長がおっ

しゃるとおりのところでありまして、１つのやり方としては、ゼロ水とはどういうものだ

という定義をはっきりさせるというやり方が１つ。それから、むしろ危機的渇水を前にし

て、ゼロ水を括弧にした上でゼロ水の定義をするというやり方もございます。いずれにせ

よ、その定めによって事務局の方で工夫をさせていただきたいと思います。 
【沖分科会長】 わかりました。あと、２２ページのＣＯ２の抑制に関しては、これ、言っ

ている意味は、リンを日本で回収すると、遠くから運んでくる輸送時のＣＯ２排出がなくな

ると、そういう論理の話かなと。 
【山本特別委員】 いや。その前の、排水に伴う有機物の前。汚泥処理に伴うＣＯ２。下水

処理はいいのです、別にそれはね。化石起源の資源を使っていますから。 
【沖分科会長】 汚泥焼却で発生するＣＯ２はカーボン・ニュートラルじゃないかと。元々、

バイオマスで食べて出ていく分だ。 
【山本特別委員】 基本的にはバイオマスですよね。それでエネルギー回収するわけです

から。 
【沖分科会長】 なので、厳密に言うとこれは入らないんじゃないかというご指摘。 
【山本特別委員】 いや。だから、ＣＯ２じゃなくて、焼却過程で発生するＮ２Ｏ、すなわ

ち窒素系の問題ではないかと。 
【沖分科会長】 窒素系の方の問題も大きいんじゃないか。一酸化二窒素も。 
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【山本特別委員】 はい。それで一生懸命削減しようとしているわけですから。 
【沖分科会長】 温室効果が大きいというところですので、それはじゃあ文言、細かいと

ころを修正するという方向でやりたいと思います。 
 では、まず先にほかの。じゃあ、楠田委員、お願いします。 
【楠田特別委員】 全体としてよく書かれていると思うんですけれども、さっきおっしゃ

られたように、核心のところに入ってきたときにキーワードがやっぱり消えている部分が

かなりありまして、それはこの文章をまとめられるときに、合意を取るための手段として

省かれたんではないかというところがあるんですが、それはもうちょっと書き込んでいた

だいた方が本質がよくわかるんではないかという感じがいたします。それが１番目です。 
 それから、２番目は、ここで言う水資源政策の水資源という場合には、農業用水だとか

飲料用だとか工業用水に対して、ある目的のあるものに対して水を使うというイメージが

非常に強いと思うんです。 
 ところが、実態としては、水を輸送のために流す、ある物質の輸送のために水を使うケ

ースがこの頃出ています。特に、さっき山本先生がおっしゃられた、海のことを考えると

きにどうするかという場合には、例えば水産業に対して窒素とかリンを流してくださいと

いうわけで、水を流してくれと言っているわけではなくて、水の中にあるものを流してく

ださいという不特定用水の使い方がかなり出てきまして、だから、水資源政策の概念その

もの、その用途がここで扱われているやつのほかにも入っているんではないかと。 
 それが今後の長期的に考えていくには、その要素を含めておく必要があるのではないか

というふうに感じています。そういう意味で、綺麗な水を供給してくれと言っているわけ

ではない。必要なものを提供してほしいと言っているというところです。 
 それから、あと、手法的なところなんですけれども、水の需給バランスを考えるという

ときに、それでは現在使っている水の量的な把握がちゃんとできているかということにな

ると、それはかなり心もとないところがあって、現実にわからないところもあるんです。 
 ６ページなんかには、人口減少の水需要の影響を分析する必要があると、こう書かれて

いるんですけど、影響はかなりの蓋然性の高いレベルで推定することは可能になっている

と思うんですね。それをもとに後の対応とかが出てきているんではないか。それを初めの

方で分析が必要だと、こう言われると、え、まだわかってないのという、後の議論になか

なか考え方の展開として続いていかないのではないかというふうに感じました。 
 ですから、量の把握の方法論の現在かけているところに対する問題というのと、それか

ら、しかし、長期的傾向というのはだいたいわかっているというところがやっぱり区別さ

れた方がいいんではないか。 
 それと、あと、節水型の社会の構築のお話が中にありました。福岡市は一時、ものすご

い渇水で、対応策をいろいろ打ったんです。住民の協力が大切だというのは言い続けない

といけないんですが、福岡市の渇水の後、打った対策というか対応で、渇水をしのぐ、い

わゆるゼロ水のところをいかに乗り切るかっていう話があったんですけれども、そのとき
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の節水した量があるんですが、その節水した量に対する住民の努力の寄与分というのは１

割ないんですね。もっと構造的な、行政の強制力を伴う節水の指示で動いているところが

多い。 
 スローガンとして住民の協力は絶対に必要なんですけれども、行政上としてはもっと公

権力を使っている部分が非常に高い。そっちの方が非常に影響力というか効果的になって

いるというのが調査レポートで出ております。 
 ですから、将来に向けてはその真実を１００％伝える必要はないと思うんですけれども、

住宅産業等と連携して節水社会を作るというときには、やっぱり行政の公権力の行使がか

なり必要だというふうに思います。例えば、ビルディングで福岡に３，０００ｍ２だと思い

ますが、それ以上のやつは内部の循環システムを付けろという、その一言でかなり改善し

ているというところです。 
 それから、最後になりますが、水ビジネスのところの表現が、いわゆるヒューマニズム

に基づく援助の部分と、お金を出してくれて買ってくれるところに対する技術提供という

ところのコンセプトが、この文章では何かごっちゃになっている。ビジネスとヒューマニ

ズムとがあるところが一緒の文章の中に入っていて、ちょっとわかりにくいところがある

というふうに感じました。以上です。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。大変恐縮ですが、もうこれ、案になっておりま

すので、例えば核心の部分についてキーワードが消えているというご指摘に関しては、例

えばここにこのキーワードを入れろとか、そういうご指示をいただいた方が作業しやすい

んですけれども、具体的にはどこが一番気になられますか。 
【楠田特別委員】 慣行水利権の水量をどう把握する。例えば慣行水利権をどうこうって

言うわけじゃないんですが、それで取られている水量だけはやっぱり水収支のバランスの

上に乗ってきてもいいのではないかと。 
【沖分科会長】 そういう文章を、先ほど先生がお気になさった、把握されていないとい

うのをちゃんと把握するとか、そういうことをちゃんと書いた方がいい。わかりました。 
 それから、水を輸送のために使う。水産業、海も考えてというのは、恐らく、今の案の

中で可能だとしますと、２１ページの健全な水循環系の構築のところで、エネルギー・物

資循環系の構築というところがございますので、ここに、陸からの海への流量というのは

単にそこは捨てているだけではなくて、逆に栄養素も補給しているし、あるいは海岸保全

ということからすると、海岸を土砂で保全するというような意味があるんだということで、

それも含めた視野を書き込むということでよさそうな気がいたします。 
 それから、長期的な傾向に関しては、まさにそこは非常に重要なところだと思うんです

が、６ページの水需給バランスに関しましては、水系と目標がたぶん水資源いつも問題に

なるところがあると思っていまして、実際にはこのぐらいの人口とこのぐらいの工業、そ

して原単位になるので、このぐらいの需要じゃないかと客観的には思われても、自治体あ

るいは政府が、いや、人口１億人維持するんだって言ったら、あんた、それは無理だから
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そんな計画を立てるのはやめましょうというのはなかなか言えないですね。 
 最終的には政府というか政治家の先生方がそういう目標を立てて、そこを皆で信任した

場合には言えないというのは一番の問題なので、ここでは例えば１億人の人口構造になっ

たとしたときにどの程度になるかという形でしか。ただ、そこは先ほどおっしゃったので

言うと、分析する必要があるというのは、そういう目標が出ても、実際どうなりそうか分

析しておきましょうというふうにも読めるんですけど。 
 それから、節水のところは、先生、すみません。どこに。２２ページですかね。 
【楠田特別委員】 そうです。下から６行ぐらいのところですね。 
【沖分科会長】 そういう意味では、ここのところにおっしゃるとおり水利用行動が書い

てあって、２段落目が節水型社会の構築とありますが、これに制度面、制度ですね、やは

り。法律や条例を併せて法令などの制度によって節水型社会のすることが検討されるとか、

そういう文言を入れるということで対応してはどうかと思います。 
 水ビジネスに関しましては、今後のところでしょうか、一番は、気になるのは。３７ペ

ージにいきますと、確かにこれは一見援助であるようでいて、自助努力。あるいは、３つ

目の○にいきますと円滑な事業展開ということで、だんだんビジネスになって、今、それ

が混在しているところというのはおっしゃるとおりですが、どういう書き方になりますと

より効果的だとお考えでしょうか。 
 じゃあ、お願いします。 
【佐々木特別委員】 ３０ページのところはきちんと２つに分かれて書かれているのです

ね。僕らは水問題だけじゃなくて、いろいろな分野の公益事業の海外展開ということで、

それを今までいろいろ議論してきましたが、例えば新幹線の輸出とかね。それから、原子

力発電等々もあるわけですが。それらのときに、２つの用語をできるだけはっきりと区別

して使った方がいいよということを申してきました。 
 どういうことかというと、３０ページの辺りのことで言えば、前段のいわゆる国際協力、

貢献、とか支援とか、そっちの方は「国際協力」という言葉をできるだけ使っていった方

がいいと。それに対して、ビジネスに関わるところは「国際展開」という言葉を使ってい

った方がいいのではないかと今までもずいぶんいろいろなところで言ってきたのです。こ

の頃の新聞等々の論調、言葉の使い方を見ると、私はだいたいそう方向で合意を得られて

いるのではないかと思いました。 
 今回の調査企画部会のペーパーを、したがって、私はそういう目で見てきましたが、先

ほどの３７ページですか。ここのところ、○が４つあってちょっとわかりにくいのですが、

３０ページの辺りを見ればわかるように、そのように２つの言葉を使い分けることで、「ノ

ンビジネス」と「ビジネス」がわかりにくいというふうには私は考えていません。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。そうしますと、３０ページのような切り分けが

あるという前提で３７ページの方をわかりやすく書いていただいて、国際協力あるいは国

際貢献と海外展開という２つで書き分けていただくということでやりたいと思います。 
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 ほか、ご意見いかがでしょうか。お願いいたします。 
【渡邉特別委員】 はじめに、全体の感想を申し上げる立場や状況ではないかもしれない

ですけど、全体の理解を申し上げますと、先ほど水政策元年というキーワードが出ていま

したけど、そこまでは書き切れてないかと思います。 
 誤解を恐れずに例えで申し上げますと、年末にその年の状況をずっと振り返って、こう

いうことをしてきたし、これこれの問題があると整理した上で、では来年も頑張ってやっ

ていこうというのはわかるんですが、具体的にどうやっていこうということよりも、この

先どんな暮らしがしたいかということが中心に書いてあるというように思います。 
 その間の、具体的にどうするかのところがまだきちんと整理できてないというのが私の

全体の理解です。しかし、この答申（案）としては、どういう暮らしがしたいかをきちん

と書いてあればいいと理解していまして、そういう位置づけでこれを理解したらいいし、

一応、はじめにもそのように書いてあると感じます。 
 その上で、今から直せるところは表現だとか具体的な記述だと思いますので、それに限

って、テクニカルで細かいところいくつかあるのですが、２点だけ申し上げたいと思いま

す。 
 まず、副題にある「幅を持った社会システム」です。この鍵括弧が付いていることを確

認したいのですけど、広く一般的に使われているのかどうかということです。「幅を持っ

た」と書かれた方が余計わかりにくい感じで、「水の恵みを享受できる社会システムへの

転換」などの方がいいという気がします。どうしてこういう言葉遣いになっているかは確

認する必要があると思います。 
 それから、それに関連してですが、最後の具体的な課題や取組みのところで、例えば３

６ページの一番最後ですが、そういうようなものに対応できる「社会風土・文化の醸成」

というのがあります。これは、もう少し前のところにも記述されていますが、少し書きす

ぎではないかと思います ここで言っているのは、水意識や水認識を高めるということな

ので、「社会風土、文化の醸成」というのは、少し言い方は悪いですけど不遜かなという気

がします。少しトーンダウンしてわかりやすい表現にしれたらどうかと思います。以上で

す。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。幾つかご意見いただきましたが、まず、もう少

しという点がございましたら、槇村委員、いかがでしょう。 
【槇村特別委員】 私も調査企画部会に参加させていただいたので、発言しようかと思っ

ておりました。今回の調査企画部会では、非常に長期的な議論であったかと思います。１

００年単位の人口動態、それからもっと長期的な地球気候変動、それから様々な災害や地

震などですね。そうした、これまでと違った点でも大きな議論がされたかと思います。 
 その中で、先ほどから出ておりますように、これまでとどう違うのかというところでは、

先ほどからインパクトが弱いとか歯切れが悪いとかいう言葉が出ておりましたけれども、

十分に整備されてきたと言いながら、一方で、まだ不安定とか、実際にまだ十分ではない



26 
 

という言葉があって、そういう意味では少しわかりにくいかなと思います。 
 それで、表題のところでございますけれども、３１ページに、私も取組で表題を見たと

きに、これはすごいなと思ったことが次世代水政策元年ということを目指すということで

ございました。３１ページには、今こそ次世代水政策元年として基本的・長期的方向を示

さなければならないというように、非常にここのところの言葉が一番インパクトが強くて、

これを目指して議論してきたのかなというようには思って参加させていただいておりまし

た。 
 そういう意味で、表題のところで、既に部会では議論したところでございますけれども、

今一度見ますと、我が国の水利用の変遷ということをさっき補足資料で見せていただきま

した。１ページのところから、戦後から現在までということで、社会経済の発展の上での

重要な役割ということで、生活用水、工業用水、農業用水の需要に対応して、必要な水需

要を想定してやってきた。それは今までのことかと思います。その後のことを今回は議論

したと思います。まだ充足されているとは言い難い面も一部あるかと思いますけれども、

ここのところを議論してきたのではないかと思います。 
 そう考えますと、「幅を持った社会システム」への転換。この転換という言葉を次世代

水政策元年というように転換するんだという意味がわかりやすいかと思うのですが、少し

わかりにくいかなというように思いました。 
 それで、水の恵みを享受できるという言葉を付けたわけですけれども、資料４のところ

で、基本理念で水の恵みを将来にわたって享受することができる社会を目指すとなってお

ります。 
 一番下のところで「水資源開発の促進」から「水の安定的な供給」へのさらなる進化と

ございますけれども、この言葉も一番後ろのあとがきのところに入っているかと思います

が、水の安定的な供給ということに対しては、今までもずっとされてきたのではないかと

思うわけです。今、何が問題かというと、一般的な水の安定的な供給ではなく、サステイ

ナブルな、将来にわたって水の安定供給が必要だというところの転換かと思います。 
 そうすると、２つ考えがあるかと思いますが、水の恵みを将来にわたって享受できる「幅

を持った社会システム」への転換あるいは次世代水政策元年とするのか、あるいはわかり

やすく水資源開発から水の将来の安定供給へ幅を持った社会システムへの転換、あるいは

もう少しすっきと、私自身は水政策元年という言葉にしてはどうかなと思います。 
 水政策元年と言い切るには少し、そこまで言っていいのかという部分もあり、従来から

の継続の部分もここの中に含まれているとすれば、水資源元年へとかですね。気持ちとし

ては水資源元年ぐらい言って、非常にここから違ったステージに入るんだというように書

いた方が答申としてはわかりやすいのではないかと思います。 
 最後の３８ページのところですけれども、今言ったことと同じなのですが、下から６で

すよね。水の恵みを享受できる「幅を持った社会システム」への転換を目指す政策へとい

うようになっていますが、ここも水の恵みを将来にわたって享受できるとか、転換を目指
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すという、転換を目指す政策へとさらなる進化ということになっているんですけど、ここ

のところの言葉ももう少しわかりやすく変えた方がいいのではないかなと思っております。

２案ぐらい言ったので、ややこしくなったかと思いますが以上でございます。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。たぶん、長すぎるとよく訳わからないという部

分がございますので、今、槇村委員がおっしゃったことを私なりに理解した範囲で申しま

すと、従来が開発だったというのはいいと。ところが、何に転換するときに、安定供給あ

るいは水の恵みを受けるというのは従来もやっていたので、それを新しいと言うのはやは

り抵抗があるという、苦労されてきた委員の先生方のご意見ではないかと思います。 
 そういう意味では、新しいのは、私の個人的な理解では、やっぱりリスク管理という概

念が入ったという点だと思うんですね。ただ、リスク管理という言葉が果たして皆さんに

馴染みがあるかと、腑に落ちて理解されるかというのはわからないんですが、そういうこ

とを考えますと、開発から水インフラのリスク管理へと、（次世代水政策元年）というふう

にするというのが１つの手で、あれだけ議論していただいた調査企画部会の皆様には申し

訳ないんですが、入れ替えてしまうというのはありかなというのは１点と、もし副題を変

えるにしても、次世代水政策元年という言葉はいいというご意見と、そこまでのインパク

トはないと、まだ書き切れてないというご意見がございました。 
 これは委員の皆様である程度の合意を取ってから入れるのがいいのか、やはりこの段階

ではまだ差し控えておこうと思うのか、ということに関してご意見をいただきたいと思う

んですが、いかがでしょうか。 
 佐々木委員、お願いします。 
【佐々木特別委員】 全体のことでいいですか、それも含めて。 
【沖分科会長】 はい。 
【佐々木特別委員】 時間はありますか。 
【沖分科会長】 大丈夫です。 
【佐々木特別委員】 ありがとうございます。今日はあんまり言わないつもりで、調査企

画部会委員としてはもうだいたい議論は終わっているというふうに思ったので。今日、分

科会の委員さんのいろいろご意見をお聞きしていて一番感じたのは、望月さん、田中さん、

楠田さん等々のご意見に共通しているのは、「何々から何々へ」っていうところで、従来の

「開発型」というか、そういうものから「何々へ」。そこのところは今、部会長がおっしゃ

ったリスク管理っていうことですね。 
 私の言葉で言えば、いろいろな、今までと違った異常事態があるわけですね、「リスク」

で。気候から始まって、震災と。そういう従来のフルプランが前提として考える方は、ど

ちらかというと「平常時」というか、それこそ大きな気候変動とか災害とか、あまりそこ

を前提としていないということが前提ではなかったのかなと思うんです。 
 それに対して、やはり「諸々のリスク」があるということを前提とした上での水の安定

的な利用とか需給のマッチングというようなことを考えようというのが「今回の」考え方
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だろうというふうに思っています。 
 それをどういうふうに文章化するかという辺りは、これは今までもずいぶん、特に事務

局の方はいろいろご苦労大変だったんではないかと思います。各委員がいろいろ発言し、

しかも、水関連する関係部局というか、これ、行政がいろいろなところに跨がっています

から、恐らく、私の想像ではいろいろな意見が出るのじゃないかなと思うのですね。 
 そういうものを調整しなきゃいけないので、どちらかというと、非常に日本語としては

マイルドな表現にならざるを得ないって、あるいはいろいろな妥協の産物のような。です

から、「思い切った表現ではない」とか、「インパクトが足らない」とか分科会委員が感じ

られたことは、非常にわかります。私もそう若干思っていますから。 
 今までも、どちらかというと、簡単に言えば、「需要追従的な開発型のものから」そうで

ないものへと移るということがメインだったと思うのですね。ところが、例えば言葉とし

てこれまでの会議でも「需要後追い的」とか、あるいは「キャッチアップ型」とかってい

う言葉が出たわけですね、従来は。そういうものがだんだん落とされてきているというこ

とがありますから。 
 それで、いろんな妥協の産物ということがあり、やむを得ないのではないかなと思いま

すけども、今日、ここへ出て、分科会の委員の方からいろいろご発言を聞いていると、や

はりその辺のところで同じような思いをきっとなさっているのだなというふうに感じまし

た。それが１つ。 
 それから、今のことと関連して、「次世代水政策元年」ですか、これをどうするかという

こと。ここでまた副題をいじるか、いじらないかと。私はせっかく今回のこの表題で前回

だいたい収まったんですから、あまりいじらない方がいいのではないかなと思います。 
 もし３１ページにある次世代水政策元年という言葉を、先ほど分科会長はもっと前に持

っていったらどうかということを、３１ページに関連しておっしゃったと思うのですが、

私はそれがいいのではないかと思います。３１ページにはその言葉がありますが、これを

１ページか２ページの辺りにも持っていけば、「はじめに」のところで、それで十分で、副

題を直す必要はないのじゃないかというのが私の意見であります。 
 それから、それと関連して。せっかく去年の１０月頃から「幅を持った社会システム」

の構築ということを言ってきたわけですね。しかも、今回のこのペーパーの中でも、「幅

を持った」というのはどういう意味かということをかなり詳しく定義しているのですね。 
 その辺を見ると、やはり日常的に「幅を持った社会システム」という言葉は使われてい

ませんが、いないからこそ、かえってこういうふうにきちっと定義して、今回はこういう

ことを考えているので、いろいろなこれは「リスク」に対する対応。それを「幅を持った」

と、そう表現しているのですから、それを副題から消したくない。 
 むしろ、今回の我々の調査企画部会のやったことを一言で言えば、「幅を持った」という

ことではないかというふうに私は思います。ありがとうございました。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。 
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 じゃあ、増子委員、お願いします。 
【増子特別委員】 調査企画部会の残りの１名は私ですけれども、副題の水の恵みを享受

できるというのは私もかなりこだわっています。入れたいということで。 
 私は水道事業者の代表という立場で来ていますが、今の日本は水の恵みを享受できてい

ない社会なんですね。水は汚いし、水が足りなくなるということが起きる。本来は日本は

非常に水に恵まれているところなんです。それが享受できていないというのは社会システ

ムが悪いわけですね。水を綺麗にするのはできるわけですよ、やれば。再三言っています

けども。皆が水を綺麗にしようっていうことで環境基準を見直して、排水規制を強化すれ

ば、日本の川の水はすごく綺麗になります。いろんな各界が努力すれば。 
 足りなくなるっていったって、これも皆さんできちんと各方面努力すれば、きちんとで

きるんです。でも、社会システムがそういうふうにできてないんです。だから、水の恵み

を享受できるように社会システムを整えるというのが大変これから大事なことではないか

というのが私の主張でありまして、ですので、これはぜひとも入れたいということです。 
【沖分科会長】 なかなか議論が白熱して、いい会議だと私は個人的に思っておりますけ

れども、いかがでしょうか。今の調査企画部会にも参加されていた委員の先生方のご意見

をお聞きになって。 
【佐々木特別委員】 一言いいですか。 
【沖分科会長】 一言でお願いします。 
【佐々木特別委員】 言い残したことが。先ほど事務局の方から、「ゼロ水」のことについ

て、従来どおり、このペーパーのとおりにするか、あるいは「危機的な渇水」というのを

前に持っていって、括弧に入れて「ゼロ水」という言葉を使って、しかも「注釈」を付け

るという２つの案をおっしゃった。私は後者の方がいいというふうに思います。以上です。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。危機的な渇水という方を先に出して、それをゼ

ロ水と呼んでもいいんじゃないかということですね。 
 そうしますと、もう時間の方もだいぶ押し迫ってきましたが、そういう意味では、副題

に関しましては、開発から安定供給へ、あるいは、といった言葉がもう少し全面に出ると

いいということなんですが、いろんな思いがこもった案として出てきておりますので、例

えばここに、転換の後に、やはり次世代水政策元年というのを入れるかということに絞っ

てご意見頂戴したいと思いますが。挙手していただいてもいいですか。 
入れた方がいいという方、挙手願います。 

（４名挙手） 
入れない方がいいんじゃないかという方。 

（５名挙手） 
 僅差ではありますが、入れない方がいいということですので、当分科会の意見としては、

副題はこのままでいくと。ただし、開発から安定供給へという大きな転換期にあるという

ことは、資料４にもでかでかと、こちら、転換じゃなくて進化とありますけれども、あり
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ますので、これがはじめにのところでやはりメッセージとして伝わるように書き直すとい

うことでご意見を反映させたいと思います。 
 ほかに議論すべきは、今、幾つか細かい点も議論、ご意見頂戴しましたので、できれば

いただきましたご意見を反映させた版で、最初に渡邉委員からご指摘ありましたパブリッ

クコメントにかけるということにしたいと思いますけれども、その際は改めてパブリック

コメントにかける案をお示しするのではなくて、もし必要でしたらお送りするなりしてと

いうことしますが、一応、私が確認してパブリックコメントということでよろしいでしょ

うか。 
（「異議なし」の声） 

 それでは、今のように修正したものでパブリックコメントにかけて、それで、大変恐縮

ですが、もう一度分科会を開催するということにしたいと思いますので、ぜひまた委員の

皆様方にはご協力いただきますようお願いしたいと思います。 
 それでは、以上をもちまして本日の議事は終了いたしますので、進行を事務局にお返し。 
【田中特別委員】 ちょっといいですか。 
【沖分科会長】 はい。 
【田中特別委員】 非常に細かいことで申し訳ないのですが、答申（案）の参考資料集と

いうのがございますけれども、これの図番の１８０から１８３ぐらいまでのところで「幅

を持った社会システム」の項目が幾つか並んでいますが、そこに英語が併記されているん

ですね。 
 １８０番は日本語がなくて英語がいきなり出てきている。それから、１８２番は英語を

カタカナ表記にしていきなり出てきています。これはそういう必要性があるのかどうかと

いうことを踏まえて、統一するようにしていただきたいと思います。私は英語は必要では

ないと思います。以上です。 
【沖分科会長】 ありがとうございます。これ、実際に会議で使用した資料ですが、それ

を修正するということはこの段階で可能なんでしょうか。 
（廣木水資源計画課長） 修正することはいささかも構いません。一応、注を付けまして、

意見を踏まえて修正しましたということを記載いたします。 
【沖分科会長】 わかりました。じゃあ、適切に反映していただきますよう、よろしくお

願いいたします。 
 ほか、よろしいでしょうか。それでは、議事をお返しいたします。 
【寺田水資源政策課長】 沖分科会長、どうもありがとうございました。以上をもちまし

て本日の審議は終了させていただきます。 
 本日の資料及び議事録につきましては、準備ができ次第、当省ホームページに掲載した

いと考えております。議事録につきましても、あらかじめ委員の皆様に内容確認をお願い

する予定でございますのでよろしくお願い申し上げます。また、本日の資料ですが、郵送

を希望される委員の方は机の上にそのままにしておいていただければ対応させていただき
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ます。 
 最後に、藤山水資源部長よりご挨拶申し上げます。 
【藤山水資源部長】 二、三分いただきまして、私なりの説明を足りない部分にしたいと

思います。 
 歯切れが悪いというお話がありました。この辺のところは、この答申をいただきたいと

言っているところは水資源政策となっていて、今までの法律のつくりが水資源開発促進法

のもとに考えてきたところがあって、ざっくり言うと、全国の水需要の約半分を代表的な

６水系、７水系で賄っているというところがあって、戦後の高度経済成長期にそういう水

需要に対してどうしていくかというのが中心の議論であったので、まさしく今日お話があ

りましたように、分科会の名称自体が水資源開発分科会になっております。 
 この答申自体は、調査企画部会でも話が出たんですけども、水資源政策全体についての

答申なのか、フルプランと言ってきている主要水系だけの答申なのかと。いや、そうでは

ない、全体なんだというお話があったということが前提となってございます。 
 ところが、事務局サイドがいろんな資料を作ったり、説明するときに、オールジャパン

のことを考えたり、水資源開発水系と言われている水系のことだけを考えたりしているの

が混然としている部分がまだ残っているので、これはどっちのことを言っているんだとい

うところがあり、考え方としては、主要水系のことを頭に入れながら全体を書いているの

でわかりづらくなっているところが１つあると思います。ここはもう一度精査したいと思

う部分がございます。 
 それと、もう１つが、歯切れが悪いのに、実は今日、座長その他の先生方も、キーワー

ドが非常に重要になってくるので、ここに書いております「水資源開発の促進」から「水

の安定的な供給」へと。このワンワードというかワンフレーズが世の中に走り回る。とい

うことが想定されると思います。 
 実はここに「水資源開発の促進」という言葉を入れております。水資源開発からという

言葉ではないです。役人的な言い方だと言われればそうかもしれませんけれども、フルプ

ラン水系を中心に、ここに書いてありますように、概ね１０分の１の安全度を目安にした

水資源開発については、要するに新しい需要に対して賄っていこうという考え方の水資源

開発については、整備量自体はある程度のところはいっていると。 
 ただ、オンゴーイングで今、一生懸命、現場で、やはり必要なんだという形で事業をし

ておられるところもあります。それが今後も、場所によっては、やはりこういう水はいる

んだというところは必ず残ってくるんだろうと思います。ただ、オールジャパンで見たと

きに、主要水系で見たときには、ある一定のところにはいっているんですけど、そこでは、

水資源開発からと言ってしまうと、全くそれに、じゃあ全部やめたんだねと言われる方が

必ず出てくると思います。 
 私は、都道府県によっては、地域によっては、何らかの形で、それはダム単体を作ると

いうことじゃなくても、何らかの形で水資源開発が必要なところはやはり残っているんだ
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ろうと思っております。そこのところの説明が上手くないと、やはり全くゼロにしてとい

う発想になると思いますので、その辺のところが、全体の見方としてはそうで、力の重点

の入れ具合が全く違ってくるんだよというところをどうやってわかってもらうように表現

することなのかなと思っています。 
 その辺が歯切れが悪いと。こうやって口語体で言うと皆さんわかってもらえると思うん

ですけども、そこを文章にすると、いろんな説明書きをしないとわかってもらえないとこ

ろがあるものですから、その辺がやっぱりもう一度、事務局として文章をこなれたものに

して、わかってもらえるようにする努力はいるかなと思います。 
 長くなって申し訳ありません。あと、もう１点。途中でご指摘がありました、「国土のグ

ランドデザイン２０５０」、これがどう反映されるのかと。これは並行して動いているので

説明しづらい部分があるんですけど、わかりやすく言うと、人口減少していくんだという

ことを今回、改めて政府として、これからは人口減少していくことを前提に置いていると。 
 そうすると、また、今までの水資源開発は人口が増えていくんだ、１人当たりの水の使

用量も増えていくんだという前提に立っているので、全体の長期計画としてはそれを前提

として考えなければならない。そこが非常に厳しいところが、今持っているそれぞれの計

画自体は今ちょうど変換点に来ている。ですから、これから長期のものを考えたときには、

そういう視点も入れていかなければならない。 
 ただ、そこがまたエリア的に、全体で見たときにはそうなんだけども、個別的に見た場

合には、やっぱり必要なものは必要だというところはあるだろうと。その辺のところはま

たわかりづらいところがあるので、１つには人口減少を前提に、長期的に、３０年、５０

年、１００年で見た上に考えていかなければならないというところが１つある。そこがま

た計画論として反映しきれていない部分はあるのかなと思います。 
 あと、もう１つは、キーワードがコンパクトとネットワークということですので、どう

いう地域地域になっていくかというと、人口がコンパクト化していきますので、今までこ

の水資源開発分科会では議論されてなかった、むしろ、水道とか下水道の水インフラとい

う目で見た場合に、広くカバーしていこうというところが既存インフラも含めてどうやっ

てマネジメントしてコンパクト化していくかということを考えていかなければならない。 
 水道関係の皆さんはご存じのとおり、経営自体が非常に厳しくなっているというところ

があるので、グランドデザインとの関係でいくと、そういう視点も考えて、経営までいく

と、ここは踏み込んで書いていない部分があります。その辺が、並行して動いていた部分

があって、ほとんどが中間報告をベースにしているものですから、そこは水インフラの老

朽化の観点しか書いてございませんが、思いとしては、やはり社会がそうなっていくとい

うことを前提に置いて水インフラも考えていかなければならないということは、まさしく

その辺はご指摘のとおりだと思いますので、勝手ではありますけれども、また座長とご相

談しながら、必要な部分については少しでも、入れていく必要があるかなと思います。 
 大きな枠として、歯切れが悪いところの話はそういう部分でございます。 
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 ということで、時間の期限で、間に合いますか、間に合いませんかといった場合に、実

は先ほどの、今、議論になっているのは水資源開発促進法というものがございます。です

から、それも法律の名前が水資源開発促進法になっています。 
 それも含めてなんですけれども、それを一刻も早く見直しを図ろうかとした場合に、１

年でも１日でも早い方がいいんですけれども、まさしく何をしなければいけないのかとい

うことをしっかり固めないと、法律自体をどうしなければならないかという議論につなが

らないと思っていますので、そういう意味では、まず、今、何が問題で、何をしなければ

ならないかということを明確にしなければならないと。 
 最も歯切れが悪いのは、ここに書いてあることは私どもの先輩もやってきていることが

７割方、８割方あるので、なかなか元年と言うにはちょっと恥ずかしいなというところが

あります。すみません。これは議事録から外してもらってもいいんですけれども。 
 要するに、アクセルを踏むところと新しくやるところを、役人らしく言うと切り分けた

いんですけれども、今までも努力しているんだと。すぐ役人は今までも努力しているんだ

と言いたくなるところがあるものですから、それをばっさり説明を省くと、いかにもこれ

からこれにがんがんアクセル踏んでやっていくんだというふうに見えるわけですが、あん

まりドラスティックに書けない面もあるということもありますので、すみません。これ以

上言うと言い訳になりますので。 
 いろいろ言いましたけれども、その思いも含めて、また座長と相談させていただきなが

ら修正をさせていただきたいと思っています。すみません。長くなりました。どうもあり

がとうございます。 
【寺田水資源政策課長】 以上をもちまして閉会とさせていただきます。本日は熱心なご

議論を賜りまして、誠にありがとうございました。 
 


